
様式第６６（第１２１条関係） 

 

 

託送供給約款変更届出書 

 

令和２年３月１７日 

 

九州経済産業局長 殿 

 

 

東京都品川区東大井五丁目２２番５号 

                       三愛石油株式会社 

代表取締役社長 塚原 由紀夫   

 

 

ガス事業法第７６条第２項の規定により、次のとおり託送供給約款を変更したので届け

出ます。 

変 更 の 内 容 変更点については別紙のとおりとする。 

実 施 期 日 令和２年４月１日 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合に     

おいて、署名は必ず本人が自署するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙 

 

託送供給約款料金の改定 

 

託送供給約款（需要場所で払い出す託送供給）（別表第４）料金表を別添のとお

り変更いたします。なお、その概要は以下のとおりです。 

 

 

・託送供給約款（需要場所で払い出す託送供給） 

（別表第４）料金表 

旧 

定額基本料金 １か月及び１個別契約につき 200,000 円 

流量基本料金単価 １立方メートルにつき 1,400 円 

従量料金単価 １立方メートルにつき 18.2130 円 

新 

定額基本料金 １か月及び１個別契約につき 200,000 円 

流量基本料金単価 １立方メートルにつき 120 円 

従量料金単価 １立方メートルにつき 15.37 円 

 

附則１．実施期日 

旧 この約款は、令和元年１０月１日から実施いたします。 

新 この約款は、令和２年４月１日から実施いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

添 付 書 類 

 

 

１． 変更を必要とする理由 

 

２． 託送供給約款新旧対照表 

 

３． 料金に関する説明書 

 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 12 第 1 表 ガス需要計画 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 12 第 2 表 設備投資計画 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 13 第 1 表 営業費等算定総括表 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 14  事業報酬算定総括表 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 15  控除項目算定総括表 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 16 第 1 表  原価等整理表 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 16 第 2 表  機能別原価整理表 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 16第 2表補足  原価等の項目別の 

機能別原価への配分率表 

ガス事業託送供給約款料金算定規則 様式第 17 第 1 表 託送供給約款料金原価 

等と料金収入の比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

１． 変更を必要とする理由 

 

当社の導管上流にあたる筑後ガス圧送株式会社の事業者間精算料金に

変更があり、それに伴い当社の総原価の見直しを行ったところ託送料金

の変更が生じたため、託送供給約款の変更を届け出ることといたしまし

た。なお、原価算定期間を１年から３年に変更し、託送料金の算定を行

っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２．託送供給約款新旧対照表 

 

・託送供給約款（需要場所で払い出す託送供給） 

変更前 変更後 

 

 

託 送 供 給 約 款 

（需要場所で払い出す託送供給） 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年 10 月 1 日実施 

 

三 愛 石 油 株 式 会 社 

 

 

 

 

託 送 供 給 約 款 

（需要場所で払い出す託送供給） 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 4 月 1 日実施 

 

三 愛 石 油 株 式 会 社 

 

（別表第４）料金表 

 

定額基本料金 １か月及び１個別契約につき 200,000 円 

流量基本料金単価 １立方メートルにつき 1,400 円 

従量料金単価 １立方メートルにつき 18.2130 円 
 

別表第４）料金表 

 

定額基本料金 １か月及び１個別契約につき 200,000 円 

流量基本料金単価 １立方メートルにつき 120 円 

従量料金単価 １立方メートルにつき 15.37 円 
 

附則１．実施期日 

この約款は、令和元年１０月１日から実施いたします。 

附則１．実施期日 

この約款は、令和２年４月１日から実施いたします。 

 

 

 

  

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．料金に関する説明書 



様式第１２　（第２６条関係）

第１表

(単位：千m3)

令和２年度 令和３年度 令和４年度

(原価計算期間) (原価計算期間) (原価計算期間)

（注）１．原価算定期間に応じて年度別に欄を設けて記載すること（以下この様式において同じ。）。

　　　 ２．備考欄には、必要に応じて算定の基礎となる数値等を記載すること（以下この様式において

　　　　　同じ。）。

42,276

ガス需要計画

平成３０年度実績 令和元年度見込 原価算定期間計 備考

需要量 13,758 13,347 13,764 14,256 14,256



様式第１２　（第２６条関係）

第２表

(単位：千m3) (単位：百万円)

平成３１年度見込 令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和元年度見込 (原価計算期間) (原価計算期間) (原価計算期間)

0

0

0

0

503 503

3 3

0 0 505 0 0 505

0

0 0 505 0 0 505

（注）消費税額を含まない金額を記載すること。また、工事負担金等圧縮前の値を基準として記載すること。

建物

土地

計

特定導管

その他

設備投資計画

平成３０年度実績 原価算定期間計 備　考

業務設備

合計

工事負担金等(合計の
内訳)

供
 

給
 

設
 

備

ガスホルダー

その他機械装置



様式第１３　（第２７条及び第２８条関係）

(原価計算期間： 令和２年４月～令和５年３月) (単位：千円)

17,024

81,287

0

44,653

19,796

8,239

5,765

176,764

14,438

1,136

0

0

4,316

0

10,260

2,487

3,921

17,922

80,935

59,164

0

1,361

40

0

0

0
＜　　　　　　　　　　＞
＜　　　　　　　　　　＞

9,057

0

0

0

518,594

723,631

218,318

0

66,990

1,185,703
（注）１．雑費の上段＜　　＞には寄付金に係る費用を、下段＜　　＞には団体費に係る費用を内数として
　　　記載すること。
　　　２．備考欄には、必要に応じて算定の基礎となる数値等を記載すること。
　　　３．該当事項がない欄には記載することを要しない。

退職手当

水道料

営業費等算定総括表

項　　　　目 金　　　額 備　　　　考

労
務
費

役員給与

給料

雑給

賞与手当

法定福利費

厚生福利費

計

諸
経
費

修繕費

電力料

使用ガス費

消耗品費

運賃

旅費交通費

通信費

保険料

賃貸料

委託作業費

租税課金(法人税・地方法人
税・(法人税割)を除く。)

計

試験研究費

教育費

需要開発費

たな卸減耗費

固定資産除却費

貸倒償却

減価償却費

雑費

営業外費用

法人税・地方法人税・住民税
(法人税割に限る。)

合　　　計

需給調整費

バイオガス調達費

需要調査・開拓費

事業者間精算費



様式第１４　（第２９条関係）

(原価計算期間： 令和２年４月～令和５年３月) (単位：千円)

（　　　　　　　　　） 1,621,560

（　　　　　　　　　） 114,399

（　　　　　　　　　） 0

（　　　　　　　　　） 1,735,959

・自己資本率  8.30%、 割合  71.59%

（　　　　　　　％） 6.02 ％ ・他人資本率  0.29%、 割合   28.41%

（　　　　　　　　　） 104,505

（注）別表第５第２表の欄外の方式により事業報酬額を設定するときには、括弧内に当該導管に係る額及び

　　その算定に用いた率を記載すること。

計

レ
ー
ト
ベ
ー

ス

金　　　額

事業報酬率

事業報酬額

事業報酬算定総括表

項　　　　目 備　　　　考

　固定資産投資額

　運転資本

　繰延資産残高



様式第１５　（第３０条関係）

(原価計算期間： 令和２年４月～令和５年３月) (単位：千円)

0

0

529,506

529,506

（注）１．備考欄には、必要に応じて算定の基礎となる数値等を記載すること。

　　　２．該当事項がない欄には記載することを要しない。

事業者間精算収益

合計

控除項目算定総括表

項　　　　目 金　　　額 備　　　　考

営業雑益

雑 収 入



様式第１６　（第３１条から第３５条まで関係）
第１表

(単位：千円)

13,604 3,420 17,024

64,950 16,337 81,287

0 0 0

35,681 8,972 44,653

15,818 3,978 19,796

6,582 1,657 8,239

4,607 1,158 5,765

141,242 35,522 176,764

12,187 2,251 14,438

907 229 1,136

0 0 0

0 0 0

3,449 867 4,316

0 0 0

8,199 2,061 10,260

1,988 499 2,487

3,454 467 3,921

14,311 3,611 17,922

70,527 10,408 80,935

52,292 6,872 59,164

0 0 0

1,088 273 1,361

0 40 40

0 0 0

0 0 0

0 0 0

7,236 1,821 9,057

0 0 0

0 0 0

0 0 0

518,594 0 518,594

694,232 29,399 723,631

191,768 26,550 218,318

0 0

66,990 66,990

104,505 104,505

1,027,242 91,471 171,495 1,290,208

0

0

529,506

529,506

760,702
（注）１．該当事項がない欄には記載することを要しない（以下この様式において同じ。）。

　　 　２．中小事業者は、供給販売費と一般管理費とを合わせて記載することができる（以下この様式において同じ。）。　

-

-

-

-

-

退職手当

-

- -

　控　除　項　目

計　　(Ｂ)

水道料
-

減価償却費
-

-

-

-

-

-

- -

- -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

原　価　等　整　理　表

項　　　　目 供給販売費 一般管理費 その他項目 合　計

営
業
費

労務費

役員給与

給料

雑給

賞与手当

法定福利費

厚生福利費

計

たな卸減耗費

消耗品費

運賃

旅費交通費

通信費

保険料

賃貸料

貸倒償却

雑費

需給調整費

バイオガス調達費

需要調査・開拓費

委託作業費

租税課金

試験研究費

教育費

需要開発費

事業者間精算費

計

営業外費用

法人税・地方法人税・住民税(法人税割に限る。)

事業報酬

諸経費

修繕費

電力料

使用ガス費

固定資産除却費

小　　　計　　　(Ａ)

営業雑益

雑収入

事業間精算収益
-

-

-
合計(原価等)　(Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ)

-



第２表

(単位：千円)

0

0

666,965

0

666,965

5,572

20,086

5,084

5,084

35,826

57,911

760,702

136,629

181,194

1,078,526

（注）記入にあたっては各特定ガス導管事業者の原価項目に合わせて、欄を加えて記載する

　　ことができる（以下この様式において同じ。）。

計

ホルダー原価

供給需要原価

供給管原価

メーター原価

検針原価

　中圧Ｂ導管原価

中圧導管原価

　中圧Ａ導管原価

高圧導管原価

計

内管保安原価

需要家原価

託送供給特定原価

合計 (ガス事業総原価)

合計(原価等）

大口特定原価

付帯事業特定原価

機能別原価整理表

金　　　　額機能別原価項目

低圧導管原価



第２表補足

(単位：％)

法人税・
地方法人
税・住民

税

事
業
報
酬

控除項目
諸
経
費

一般管理費

減価償却費

労
務
費

諸
経
費

労
務
費

減価償却費

原価等の項目別の機能別原価への配分率表

その他項目

営
業
外
費
用

供給販売費

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

77.43 21.71 92.15 77.43 77.43 77.43 0.00 97.16 92.99 0.00 0.00 0.00

77.43 21.71 92.15 77.43 77.43 77.43 0.00 97.16 92.99 0.00 0.00 0.00

1.62 0.09 0.47 1.62 1.62 1.62 0.00 0.15 0.14 0.00 0.00 0.00

1.62 2.31 0.00 1.62 1.62 1.62 0.00 0.15 0.14 0.00 0.00 0.00

1.85 0.10 0.00 1.85 1.85 1.85 0.00 0.04 0.04 0.00 0.00 0.00

1.85 0.10 0.00 1.85 1.85 1.85 0.00 0.02 0.04 0.00 0.00 0.00

6.94 2.60 0.47 6.94 6.94 6.94 0.00 0.36 0.36 0.00 0.00 0.00

15.63 75.69 7.38 15.63 15.63 15.63 0.00 2.48 6.65 0.00 0.00 100.00

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 0.00 100.00 100.00 0.00 0.00 100.00

（注）１．機能別原価に配分した比率を記載すること（以下この様式において同じ。）。

　　　 ２．配分率は、小数点以下第３位を四捨五入し記載すること（以下この様式において同じ。）。

　中圧Ａ導管原価

　中圧Ｂ導管原価

計

中圧導管原価

低圧導管原価

雑
収
入

法人税・
地方法人
税・住民

税

事
業
報
酬

控除項目

事業者間
精算収益

内管保安原価

諸
経
費

減価償却費

労
務
費

諸
経
費

労
務
費

減価償却費
営
業
雑
益

検針原価

メーター原価

ホルダー原価

高圧導管原価

営
業
外
費
用

供
給
需
要
原
価

計

合計（原価等）

託送供給特定原価

需
要
家
原
価

供給管原価



様式第１７　(第３７条第４項関係)

第１表

　　　　料金原価　(a)

託送供給約款料金原価と料金収入の比較表

想定料金収入

760,702 42,276 17.9937

(千円) (千m3) (円/m3) (千円)

託送供給約款
想定託送供給量 (ｂ) 平均単価　(ａ／ｂ)

760,604


